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平成２２年１月１８日判決言渡 同日原本領収 裁判所書記官 

平成●●年（○○）第●●号、第●●号、第●●号、第●●号 納税の猶予不許可

処分取消請求事件 

口頭弁論終結の日 平成２１年１０月１９日 

 

       判     決 

原告     Ｘ１ 

原告     Ｘ２ 

原告     Ｘ３ 

原告     Ｘ４ 

被告     国 

 

主     文 

１ 原告らの請求をいずれも棄却する。 

２ 訴訟費用は原告らの負担とする。 

 

事 実 及 び 理 由 

第１ 請求 

１ 処分行政庁が原告Ｘ１に対し平成１８年１１月２１日付けでした平成１７年

１月１日から同年１２月３１日までの課税期間分の消費税及び地方消費税３８

万５７００円のうち３６万円についての納税の猶予の不許可処分を取り消す。 

２ 処分行政庁が原告Ｘ２に対し平成１８年１１月２１日付けでした平成１７年

分の所得税１０万１５００円並びに平成１７年１月１日から同年１２月３１日

までの課税期間分の消費税及び地方消費税１３万６７００円についての納税の

猶予の不許可処分を取り消す。 

３ 処分行政庁が原告Ｘ３に対し平成１８年１１月２１日付けでした平成１７年
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１月１日から同年１２月３１日までの課税期間分の消費税及び地方消費税４１

万５１００円のうち３７万３５９０円についての納税の猶予の不許可処分を取

り消す。 

４ 処分行政庁が原告Ｘ４に対し平成１８年１１月２１日付けでした平成１７年

分の所得税７万７８００円並びに平成１７年１月１日から同年１２月３１日ま

での課税期間分の消費税及び地方消費税２０万６８００円の合計２８万４６０

０円のうち２７万６０００円についての納税の猶予の不許可処分を取り消す。 

第２ 事案の概要 

本件は、原告らが、それぞれ処分行政庁に対し、平成１７年分の所得税並び

に平成１７年１月１日から同年１２月３１日までの課税期間分の消費税及び地

方消費税（ただし、原告Ｘ１及び原告Ｘ３については同消費税及び地方消費税

のみ）について、国税通則法（以下「通則法」という。）４６条２項に基づき、

納税の猶予の申請をしたところ、処分行政庁が各申請を不許可とする処分をし

たことから、その取消しを求めた事案である。 

１ 関係法令等 

（１）通則法４６条２項は、税務署長等は、同項１号ないし５号のいずれかに該

当する事実がある場合において、その該当する事実に基づき、納税者がその

国税を一時に納付することができないと認められるときは、その納付するこ

とができないと認められる金額を限度として、納税者の申請に基づき、１年

以内の期間を限り、その納税を猶予することができる旨規定している。そし

て、その４号において「納税者がその事業につき著しい損失を受けたこと」

が、その５号において「前各号の一に該当する事実に類する事実があつたこ

と」が掲げられている（同項の全文は、別紙「関係法令等」１記載のとおり

である。また、同項の納税猶予の申請手続について、国税通則法施行令１５

条２項は、別紙「関係法令等」２記載のとおり定めている。）。 

（２）国税庁長官が発出した通達である昭和５１年６月３日付け徴徴３－２、徴
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管２－３２「納税の猶予等の取扱要領の制定について」（以下「猶予取扱要

領」という。）は、通則法４６条２項４号にいう「事業につき著しい損失を

受けた」とは、納税の猶予の始期の前日の前１年間（以下「調査期間」とい

う。）の損益計算において、調査期間の直前の１年間（以下「基準期間」と

いう。）の利益金額の２分の１を超えて損失が生じていると認められる場合

（基準期間において損失が生じている場合には、調査期間の損失金額が基準

期間の損失金額を超えているとき。）をいうものであるとし（第２章第１節

１（３）ニ（イ））、また、同項５号に関し、「事業の休廃止又は事業上の

著しい損失に類する事実」として、「下請企業である納税者が、親会社から

の発注の減少等の影響を受けたこと、その他納税者が市場の悪化等その責め

に帰すことができないやむを得ない事由により、従前に比べ事業の操業度の

低下又は売上の減少等の影響を受けたこと」（同節１（３）へ（ハ））など

を挙げている（猶予取扱要領のうち、本件に関係する部分は、別紙「関係法

令等」３記載のとおりである。）。 

２ 争いのない事実 

（１）当事者 

原告Ｘ１（以下「原告Ｘ１」という。）は、愛知県内において、「Ａ」の

屋号で、料理飲食業を営む個人事業者である。 

原告Ｘ２（以下「原告Ｘ２」という。）は、同県内において、「Ｂ」の屋

号で、鉄筋圧接業を営む個人事業者である。 

原告Ｘ３（以下「原告Ｘ３」という。）は、同県内において、「Ｃ」の屋

号で、鉄工業を営む個人事業者である。 

原告Ｘ４（以下「原告Ｘ４」という。）は、同県内において、「Ｄ」の屋

号で、家電小売業を営む個人事業者である。 

（２）原告らに対する処分の経緯 

ア 原告Ｘ１について 
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（ア）原告Ｘ１は、平成１８年３月１３日、処分行政庁に対し、平成１７年１

月１日から同年１２月３１日までの課税期間（以下「平成１７年課税期間」

という。）分の消費税及び地方消費税の確定申告書を提出し、原告Ｘ１の

平成１７年課税期間分の消費税及び地方消費税額３８万５７００円の納税

義務が確定した。 

（イ）原告Ｘ１は、平成１８年４月１０日、処分行政庁に対し、上記消費税及

び地方消費税のうち、納期限内に納付した２万５７００円を控除した３６

万円について、納税の猶予の申請（以下「原告Ｘ１の申請」という。）を

した。 

原告Ｘ１の申請に係る納税の猶予の申請書には、納税の猶予を受けよう

とする理由として、「国税通則法第４６条第２項５号に該当､ここ数年売上

げと利益が減少している為」と記載されていた。原告Ｘ１は、処分行政庁

に対し、上記申請書と併せて、納税の猶予にかかわる営業・生活状況申立

書及び延滞税の免除を求める請願書と題する書面を提出したほか、同年９

月１１日、原告Ｘ１の同年１月から同年４月までの各月別の売上げ、仕入

れ、経費及び人件費の金額を記載した書面を提出し、また、同年９月１２

日、平成１６年１月から平成１７年１２月までの各月別の売上金額を記載

した書面を提出した。 

（ウ）処分行政庁は、平成１８年１１月２１日、原告Ｘ１に対し、通則法４６

条２項５号（４号類似）に該当する事実が認められないとして、原告Ｘ１

の申請を不許可とする処分（以下「原告Ｘ１に対する処分」という。）を

した。 

イ 原告Ｘ２について 

（ア）原告Ｘ２は、平成１８年３月１３日、処分行政庁に対し、平成１７年分

の所得税の確定申告書並びに平成１７年課税期間分の消費税及び地方消費

税の確定申告書を提出し、原告Ｘ２の平成１７年分の所得税額１０万１５
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００円並びに平成１７年課税期間分の消費税及び地方消費税額１３万６７

００円の納税義務が確定した。 

（イ）原告Ｘ２は、平成１８年３月２７日、処分行政庁に対し、上記所得税額

１０万１５００円並びに上記消費税及び地方消費税額１３万６７００円の

全額について、納税の猶予の申請（以下「原告Ｘ２の申請」という。）を

した。 

原告Ｘ２の申請に係る納税の猶予の申請書には、納税の猶予を受けよう

とする理由として、「納税資金の紛失により、又、売上（利益）がダウン

しており生活していくのがやっとです 国税通則法第４６条第２項５号該

当」と記載されていた。原告Ｘ２は、処分行政庁に対し、上記申請書と併

せて、納税の猶予にかかわる営業・生活状況申立書及び延滞税の免除を求

める請願書と題する書面を提出したほか、同年６月２８日、納税の猶予に

関する請願書と題する書面を提出し、また、同年９月１１日、原告Ｘ２の

平成１６年１月から平成１８年７月までの各月別の売上金額を記載した書

面を提出した。 

（ウ）処分行政庁は、平成１８年１１月２１日、原告Ｘ２に対し、通則法４６

条２項５号（４号類似）に該当する事実が認められないとして、原告Ｘ２

の申請を不許可とする処分（以下「原告Ｘ２に対する処分」という。）を

した。 

ウ 原告Ｘ３について 

（ア）原告Ｘ３は、平成１８年３月１３日、処分行政庁に対し、平成１７年課

税期間分の消費税及び地方消費税の確定申告書を提出し、原告Ｘ３の平成

１７年課税期間分の消費税及び地方消費税額４１万５１００円の納税義務

が確定した。 

（イ）原告Ｘ３は、平成１８年３月２７日、処分行政庁に対し、上記消費税及

び地方消費税のうち、納期限内に納付した４万１５１０円を控除した３７
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万３５９０円について、納税の猶予や申請（以下「原告Ｘ３の申請」とい

う。）をした。 

原告Ｘ３の申請に係る納税の猶予の申請書には、納税の猶予を受けよう

とする理由として、「国税通則法第４６条第２項５号に該当 受注が昨年

に比べ減少しており利益が減っています」と記載されていた。原告Ｘ３は、

処分行政庁に対し、上記申請書と併せて、納税の猶予にかかわる営業・生

活状況申立書及び延滞税の免除を求める請願書と題する書面を提出したほ

か、原告Ｘ３の妻において、同年９月１１日、原告Ｘ３の平成１７年及び

平成１８年の各年１月から５月までの各月別の売上金額と１か月分の経費

を記載した書面を提出した。 

（ウ）処分行政庁は、平成１８年１１月２１日、原告Ｘ３に対し、通則法４６

条２項５号（４号類似）に該当する事実が認められないとして、原告Ｘ３

の申請を不許可とする処分（以下「原告Ｘ３に対する処分」という。）を

した。 

エ 原告Ｘ４について 

（ア）原告Ｘ４は、平成１８年３月１３日、処分行政庁に対し、平成１７年分

の所得税の確定申告書並びに平成１７年課税期間分の消費税及び地方消費

税の確定申告書を提出し、原告Ｘ４の平成１７年分の所得税額７万７８０

０円並びに平成１７年課税期間分の消費税及び地方消費税額２０万６８０

０円の納税義務が確定した。 

（イ）原告Ｘ４は、平成１８年３月２７日、処分行政庁に対し、上記所得税並

びに消費税及び地方消費税の合計２８万４６００円のうち、２７万６００

０円について、納税の猶予の申請（以下「原告Ｘ４の申請」という。）を

した。 

原告Ｘ４の申請に係る納税の猶予の申請書には、納税の猶予を受けよう

とする理由として、「国税通則法第４６条第２項５号に該当 大型店との
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競合で商品の値引きと消費税相当分の値引きにより売り上げ減少して利益

が減っています」と記載されていた。原告Ｘ４は、処分行政庁に対し、上

記申請書と併せて、納税の猶予にかかわる営業・生活状況申立書及び延滞

税の免除を求める請願書と題する書面を提出したほか、同年７月２０日、

納税の猶予に関する請願書と題する書面を提出した。 

（ウ）処分行政庁は、平成１８年１１月２１日、原告Ｘ４に対し、通則法４６

条２項５号（４号類似）に該当する事実が認められないとして、原告Ｘ４

の申請を不許可とする処分（以下「原告Ｘ４に対する処分」といい、原告

Ｘ１に対する処分、原告Ｘ２に対する処分及び原告Ｘ３に対する処分と併

せて「本件各処分」という。）をした。 

３ 争点及びこれに関する当事者の主張 

本件の争点は、原告らに対して納税の猶予を不許可とした本件各処分が、裁

量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用した違法なものであるか否かであり、これ

に関する当事者の主張は、次のとおりである。 

（被告の主張） 

（１）通則法４６条２項５号の解釈 

ア 納税の猶予の許否の判断に関する裁量権 

納税の猶予の制度は、納税者が災害等を受けたこと等により、国税を一時

に納付することができない場合等に、納税者の申請に基づき、１年以内の期

間に限り、その納税を猶予することにより納税者の保護を図るものであると

ころ、通則法４６条２項には「その納税を猶予することができる」と規定さ

れ、処分要件が存すると判断した場合にとるべき処分の内容の選択について、

行政庁に裁量権（効果裁量）を付与する形式で定められている。このような

行政庁の裁量処分については、裁量権の範囲を超え、又はその濫用があった

場合に限り、裁判所がこれを取り消すことができるものである。 

イ 通則法４６条２項５号の判断方法 
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通則法４６条２項５号（３号又は４号類似）の判断基準を定めた猶予取扱

要領第２章第１節１（３）へには、「損失」に類する事実として「売上の減

少等」（（ロ）及び（ハ））が掲げられているところ、この「売上の減少等」

については、数値的な基準が定められていない。しかし、これは売上金額の

減少という数値の減少を指す事由であり、通則法４６条２項４号に類似する

事由として定められているのであるから、「売上の減少」の判断は、同号の

場合と同様に、調査期間と基準期間の売上金額を比較する方法によるのが相

当である。 

この点に関し、原告らは、「売上の減少」の判定を行う上での期間設定に

つき、猶予取扱要領第２章第１節１（３）ニに規定されている基準期間及び

調査期間の方法にとらわれる必要はないとして、原告らにつき各々相違した

基準期間の設定をしている。しかし、納税の猶予の判定に当たって考慮すべ

き基準期間は、調査期間の前年であることが原則である。仮に、原告らが主

張するような判定方法が認められるのであれば、納税者自身が恣意的に任意

の基準期間を設定できることになり、期限内納付の例外として、一定の要件

を満たす納税者のみを保護する恩恵的な措置であるはずの納税猶予制度を形

骸化させる結果となるから、原告らの主張は失当である。 

ウ 消費税の納税義務者となったこととの関係 

原告らは、従前消費税の納税義務者でなかったが、納税義務者となった者

であるから、納税の猶予の要件が緩和されるかのような主張をする。しかし、

原告らは、本来すべての物品とサービスの消費に課税される消費税について

免税の恩恵が与えられていたのが、本来の納税義務者に戻ったにすぎないの

であって、消費税の納税義務者になったことによって納税の猶予を受ける上

での要件が緩和されることはない。 

（２）原告らに納税の猶予を許可すべき事情が認められないこと 

納税の猶予の要件充足性についての主張立証責任は、納税者側にあり、税
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務署長等は、納税の猶予の申請についての決定までに納税者から提出された

資料の範囲内で許可、不許可の決定を行えば足りる。 

処分行政庁は、原告らから納税の猶予の申請書が提出されてから、納税の

猶予の要件充足性の判定に必要な資料の提供を求めたが、原告らはこれに応

じず、本件各処分時点において、ごく限られた資料を提出したにとどまって

いる。本件各処分後に原告らから提出された書面等は、処分行政庁が本件各

処分時に知り得なかった事情であるから、これらの事情によって、本件各処

分の適法性は左右されない。 

ア 原告Ｘ１について 

原告Ｘ１は、競合店の進出、競争激化、飲酒運転の取締り強化、生活状況、

事業資金等の返済等の事情を主張するが、原告Ｘ１に対する処分当時、処分

行政庁に提出された書面のみでは、数値的に著しい損失あるいはこれに類す

る事実を認めるに足りる客観的な資料があるとはいえない。本件訴訟におい

て、原告Ｘ１が主張する売上金額も、原資料がなく、正確なものであるかは

不明である。 

また、仮に原告Ｘ１が本件訴訟に至ってはじめて主張した内容を前提とし

ても、原告Ｘ１の調査期間の売上金額は２１０２万９５６０円、基準期間の

売上金額は２３５６万２２００円であり、その余の事情を考慮しても原告Ｘ

１において著しい損失あるいはこれに類する事実があったと認めることはで

きないから、原告Ｘ１の主張は失当である。 

イ 原告Ｘ２について 

原告Ｘ２は、大口取引先からの受注の減少、生活状況、自身の病気、兄の

障害、事業資金等の返済等の事情を主張するが、原告Ｘ２に対する処分当時、

処分行政庁に提出された書面のみでは、数値的に著しい損失あるいはこれに

類する事実を認めるに足りる客観的な資料があるとはいえない。本件訴訟に

おいて、原告Ｘ２が主張する売上金額も、裏付ける証拠がなく、原告Ｘ２の
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供述も変遷していて、正確なものであるかは不明である。 

また、仮に原告Ｘ２が本件訴訟に至ってはじめて主張した内容を前提とし

ても、原告Ｘ２の調査期間の売上金額は９５７万１４９３円、基準期間の売

上金額は８１８万５１７０円であり、その余の事情を考慮しても原告Ｘ２に

おいて著しい損失あるいはこれに類する事実があったと認めることはできな

いから、原告Ｘ２の主張は失当である。 

さらに、原告Ｘ２は、本件訴訟においてはじめて、兄の障害等の事実を主

張し、通則法４６条２項２号該当性を主張するが、猶予該当事実はそれぞれ

独立した要素であり、同項４号又は５号該当を理由にされた本件においては、

同項２号該当性が処分の適法性を左右するものではないと解すべきである。

仮に原告Ｘ２の主張を前提としても、原告Ｘ２の負担は毎月２万円程度にす

ぎないから、該当する事実に基づき納付することができないとはいえないの

で、同項２号にも該当しない。 

ウ 原告Ｘ３について 

原告Ｘ３は、リ－ス料の高額化、単価の切下げ、生活状況、事業資金等の

返済等の事情を主張するが、原告Ｘ３に対する処分当時、処分行政庁に提出

された書面のみでは、数値的に著しい損失あるいはこれに類する事実を認め

るに足りる客観的な資料があるとはいえない。本件訴訟において、原告Ｘ３

が主張する売上金額も、帳簿書類等の客観的な裏付けがなく、正確なもので

あるかは不明である。 

また、仮に原告Ｘ３が本件訴訟に至ってはじめて主張した内容を前提とし

ても、原告Ｘ３の調査期間の売上金額は２１６０万９７５６円、基準期間の

売上金額は２０９８万８７２５円であり、その余の事情を考慮しても原告Ｘ

３において著しい損失あるいはこれに類する事実があったと認めることはで

きないから、原告Ｘ３の主張は失当である。 

エ 原告Ｘ４について 
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原告Ｘ４は、固定化した仕入価格、大規模小売店舗との競争激化、生活状

況、事業資金等の返済等の事情を主張するが、原告Ｘ４に対する処分当時、

処分行政庁に提出された書面のみでは、数値的に著しい損失あるいはこれに

類する事実を認めるに足りる客観的な資料があるとはいえない。原告Ｘ４が

主張する売上金額も、帳簿書類等の客観的な裏付けがなく、正確なものであ

るかは不明である。 

また、仮に原告Ｘ４が本件訴訟に至ってはじめて主張した内容を前提とし

ても、原告Ｘ４の調査期間の売上金額は２４２４万３３２０円、基準期間の

売上金額は２４８２万７８１８円であり、その余の事情を考慮しても原告Ｘ

４において著しい損失あるいはこれに類する事実があったと認めることはで

きないから、原告Ｘ４の主張は失当である。 

（３）本件各処分が適法であること 

以上によれば、処分行政庁が本件各処分をするに当たり、その裁量権の範

囲を逸脱し又はこれを濫用したと認め得る事情が存しないことは明らかであ

り、本件各処分は適法である。 

（原告らの主張） 

（１）通則法４６条２項４号及び５号の解釈 

ア 通則法４６条２項４号に関する猶予取扱要領第２章第１節１（３）ニ（イ）

は、納税猶予の要件として「調査期間の損益計算において、基準期間の利

益金額の２分の１を超えて損失が生じている」という数値的な基準を設け

ているが、このような画一的な基準を設けることは、行政裁量の余地を封

じ、納税者の実情にかんがみた柔軟な納税猶予制度の運用を妨げるもので

あるから、通則法の規定の趣旨に反するものである。 

イ 仮に、通則法４６条２項４号に関する猶予取扱要領が、通則法の規定の

趣旨に反するものでないとしても、同号にいう「損失」とは、損益計算に

おいて損失が生じていることを前提とする概念ではなく、基準期間と調査
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期間の「特前所得」（特別控除前所得。原告らが、純粋な利益の目安とな

る金額として主張する金額であり、事業専従者給与控除額及び青色申告特

別控除額を控除する前の所得金額のことをいう。以下同じ。）の比較にお

いて、基準期間の「特前所得」から調査期間の「特前所得」が減少してい

ることと解すべきである。したがって、猶予取扱要領第２章第１節１（３）

ニ（イ）本文は、基準期間の「特前所得」から調査期間の「特前所得」へ

の減少幅が基準期間の「特前所得」の２分の１を超える場合のことをいい、

同括弧書きは、基準期間前１年間の「特前所得」から基準期間の「特前所

得」が減少している場合であって、その減少幅よりも、基準期間の「特前

所得」から調査期間の「特前所得」への減少幅が大きい場合のことをいう

ものである。もし、同号にいう「損失」とは損益計算において損失が生じ

ていることであると解するならば、所得税の納税については、同号はおよ

そ適用されないこととなり、不当である。 

ウ また、通則法４６条２項５号に関する猶予取扱要領は、納税者の実情に

かんがみて個別具体的に妥当な納税猶予の判断を可能にするよう解釈すべ

きである。すなわち、猶予取扱要領は、同号につき、同項４号該当事実の

ような数値的基準を明示しておらず、「従前に比べ」として、「直前の１

年間」のような年限の限定をしていないことからすれば、同項５号該当事

実の判断に当たっては、売上げ又は利益の減少について、その減少の程度

や期間にある程度の幅をもって判断すべきである。 

（２）原告らが納税の猶予の要件に該当していること 

ア 原告Ｘ１について 

（ア）原告Ｘ１の平成１７年の「特前所得」は、４６１万６５６０円であり、

平成１６年の「特前所得」５１１万６０００円より４９万９４４０円減

少しており、平成１６年は、その前年である平成１５年の「特前所得」

５２１万５０００円より９万９０００円減少しているから、猶予取扱要
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領第２章第１節（３）ニ（イ）の「基準期間において損失が生じている

場合は、調査期間の損失金額が基準期間の損失金額を超えているとき」

に当たり、通則法４６条２項４号に該当する。 

（イ）原告Ｘ１は、平成１７年に初めて消費税の納税義務者となったのであ

り、従前から納税義務者であった者を前提としている猶予取扱要領に従

って判断すべきではない。 

原告Ｘ１の平成１７年の売上金額２０７４万１５５０円は、平成１６

年の売上金額２４５０万７３４０円から４００万円近く減少しており、

平成１２年の売上金額２９７１万１３６０円及び平成１３年の売上金額

２８１５万９８７０円と比べれば更に減少しており、「特前所得」も最

も高額であった平成１４年の「特前所得」５３８万８０００円と比べて

平成１７年は減少しているのであるから、原告Ｘ１は、ある程度の期間

でみれば、売上げや利益が大きく減少している。また、その原因は、競

合店の進出による競争激化や飲酒運転の取締り強化に伴う酒類の売上げ

低下によるものであって、やむを得ないものである。そうすると、原告

Ｘ１には、「事業の休廃止又は事業上の著しい損失に類する事実があっ

た」というべきであり、通則法４６条２項５号に該当する。 

（ウ）原告Ｘ１は、売上げと利益が減少したこと及び生活状況の困窮を主張

して納税の猶予を申請しており、納税の猶予の申請時に津島税務署の担

当者から具体的な資料の提出を求められておらず、本件訴訟に至って補

充的な資料を提出したのであり、処分時までにすべき主張立証は尽くし

ている。 

イ 原告Ｘ２について 

（ア）原告Ｘ２は、平成１３年から平成１６年までは消費税の納税義務者で

はなかったのであり、従前から納税義務者であった者を前提としている

猶予取扱要領に従って判断すべきではない。 
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原告Ｘ２の平成１７年の売上金額１０３６万６６２９円は、平成１３

年の売上金額１４００万８４００円及び平成１５年の売上金額１４４５

万８６９９円と比べて大きく減少しており（なお、平成１６年の売上金

額は８３１万１６１８円である。）、「特前所得」も平成１５年の「特

前所得」５８２万５０００円と比べて、平成１７年の「特前所得」３４

１万５２５９円は半分程度にまで減少しているのであるから、原告Ｘ２

は、ある程度の期間でみれば、売上げや利益が大きく減少している。ま

た、その原因は、大口の取引先からの受注の減少によるものであって、

やむを得ないものである。そうすると、原告Ｘ２には、「事業の休廃止

又は事業上の著しい損失に類する事実があった」というべきである。さ

らに、原告Ｘ２は、１０年くらい前から糖尿病にり患しており、原告Ｘ

２の兄は、４、５年前に脳梗塞を患い、介護が必要な状態であるので、

通則法４６条２項２号に該当する。仮に該当しないとしても、同号類似

として、同項５号に該当する。 

（イ）原告Ｘ２は、売上げと利益が滅少したこと及び生活状況の困窮を主張し

て納税の猶予を申請しており、納税の猶予の申請時に津島税務署の担当者

から具体的な資料の提出を求められておらず、本件訴訟に至って補充的な

資料を提出したのであり、処分時までにすべき主張立証は尽くしている。

被告は、原告Ｘ２の申請時に原告Ｘ２及び兄の病気の事情を主張していな

かったとして通則法４６条２項２号該当性は問題にならないとするが、処

分行政庁は、申請書に記載された理由に拘束されず、納税者の実情を十分

調査して猶予の要件に該当するか否かを判断すべきである。 

ウ 原告Ｘ３について 

（ア）原告Ｘ３は、平成１７年に初めて消費税の納税義務者となったのであり、

従前から納税義務者であった者を前提としている猶予取扱要領に従って判

断すべきではない。 
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原告Ｘ３の平成１７年の「特前所得」４６５万１９１８円は、平成１４

年の「特前所得」６１０万３０３８円と比べて、３分の２程度まで減少し

ているのであるから、原告Ｘ３は、ある程度の期間でみれば、利益が大き

く減少している（なお、平成１７年の売上金額は２１８０万００２４円、

平成１６年の売上金額は２００４万６０３８円である。）。また、その原

因は、機械のリース料の高額化や加工単価の切下げを余儀なくされたこと

によるものであって、やむを得ないものである。そうすると、原告Ｘ３に

は、「事業の休廃止又は事業上の著しい損失に類する事実があった」とい

うべきであり、通則法４６条２項５号に該当する。 

（イ）原告Ｘ３は、利益が減少したこと及び受注の減少を主張して納税の猶予

を申請しており、納税の猶予の申請時に津島税務署の担当者から具体的な

資料の提出を求められておらず、本件訴訟に至って補充的な資料を提出し

たのであり、処分時までにすべき主張立証は尽くしている。 

エ 原告Ｘ４について 

（ア）原告Ｘ４は、平成１６年は消費税の納税義務者ではなかったが、平成１

７年に消費税の納税義務者となったのであり、従前から納税義務者であっ

た者を前提としている猶予取扱要領に従って判断すべきではない。 

原告Ｘ４の平成１７年の売上金額２５４４万６９６７円は、平成１２年

の売上金額３５４４万１７６１円及び平成１３年の売上金額３３７２万４

９９７円と比べて１０００万円前後減少しており（なお、平成１６年の売

上金額は２５７１万６８１３円である。）、「特前所得」も、最も高額で

あった平成１３年の「特前所得」５４０万６４１５円と比べて、平成１７

年の「特前所得」３１５万６８５３円は半分程度にまで減少しているので

あるから、原告Ｘ４は、ある程度の期間でみれば、売上げや利益が大きく

減少している。また、その原因は、仕入価格が高いことや大規模小売店と

の競争激化によるものであって、やむを得ないものである。そうすると、
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原告Ｘ４には、「事業の休廃止又は事業上の著しい損失に類する事実があ

った」というべきであり、通則法４６条２項５号に該当する。 

（イ）原告Ｘ４は、売上げと利益が減少したこと及び大型店との競合や値引き

を主張して納税の猶予を申請しており、納税の猶予の申請時に津島税務署

の担当者から具体的な資料の提出を求められておらず、本件訴訟に至って

補充的な資料を提出したのであり、処分時までにすべき主張立証は尽くし

ている。 

（３）本件各処分が処分行政庁の裁量権の範囲を逸脱し違法であること 

税務署長は、納税の猶予をするか否かの裁量権を有するが、それは自由裁

量ではなく、通則法４６条が納税の猶予の制度を規定した趣旨にかんがみれ

ば、猶予該当事実が存在すれば、特段の事情のない限り納税の猶予を認める

べき義務がある。税務署長が、納税の猶予をするべき場合に該当するにもか

かわらず、猶予を認めない場合は、裁量権の範囲を超え、違法となる。 

本件において、処分行政庁は、原告らに対し納税の猶予をすべきであった

にもかかわらず、その猶予を認めない本件各処分をしたのであるから、裁量

権の範囲を逸脱した違法がある。 

第３ 当裁判所の判断 

１ 税務署長等の納税の猶予の許否の判断について 

（１）税務署長等の裁量権について 

通則法４６条２項の規定する納税の猶予の制度は、納税者がその財産につ

き災害を受けたこと等により、国税を一時に納付することができないと認め

られる場合において、その納付することができないと認められる金額を限度

として、納税者の申請に基づき、１年以内の期間に限り、その国税の一部又

は全部の納税を猶予するという納税者の救済のための例外的な制度である。

このような制度の趣旨や納税の猶予の要件等に関する同項の規定内容にかん

がみれば、同項は、納税の猶予の申請をした納税者について、同項所定の要
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件の該当性を判断し、納税の猶予を許可するか否かを、税務署長等の裁量的

判断にゆだねているものと解するのが相当である。したがって、納税の猶予

を許可しない処分が違法と評価されるのは、当該処分をした税務署長等の判

断に、裁量権の範囲の逸脱又は濫用があると認められる場合に限られるとい

うべきである。 

（２）猶予取扱要領の定めについて 

前示のとおり、納税の猶予の許否については、税務署長等の裁量的判断に

ゆだねられているものであるが、納税者間の負担の公平を図り、税務行政の

適正妥当な執行を確保するためには、一定の基準ないし運用方針に基づいて、

納税の猶予の許否の判断がされることは望ましいことであり、猶予取扱要領

は、そのような趣旨の下に定められたものと解される。そして、こうした猶

予取扱要領が定められた趣旨にかんがみれば、猶予取扱要領の定めが合理性

を有するものである場合には、納税の猶予の許否に関する税務署長等の判断

がその定めに従ってされたものであるか又はその定めに照らして相当なもの

であると認められる限り、当該税務署長等の判断は、裁量権の範囲の逸脱又

は濫用があるとの評価を受けることはないものと解するのが相当である。 

そこで、まず、本件で問題となる通則法４６条２項４号及び５号（４号類

似）該当事実の判断についての猶予取扱要領の定めをみることとする。 

ア 通則法４６条２項４号該当事実の判断について 

（ア）猶予取扱要領第２章第１節１（３）ニ（イ）は、通則法４６条２項４

号にいう「事業につき著しい損失を受けた」とは、調査期間の損益計算

において、調査期間の直前１年間である基準期間の利益金額の２分の１

を超えて損失が生じていると認められる場合（基準期間において損失が

生じている場合には、調査期間の損失金額が基準期間の損失金額を超え

ているとき。）をいうものとする旨定めている。同項の納税の猶予の制

度が納税者に対する例外的な救済措置であることや、同項４号が単なる
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損失ではなく「著しい損失」と限定していることに加え、同項５号が「前

各号の一に該当する事実に類する事実」と規定しており、同項１号ない

し４号に該当しない場合でも同項５号に該当する余地が残されているこ

とを考慮すれば、猶予取扱要領が上記のような数値的な基準をもって同

項４号該当性を判断することとしていることは、合理性を有するものと

いうことができる。 

（イ）原告らは、猶予取扱要領が上記のような数値的に画一的な基準を設け

ていることは、通則法の規定の趣旨に反する旨主張する。しかしながら、

納税者間の負担の公平を図るためには、画一的な基準を定めることはや

むを得ないことであり、通則法４６条２項４号に該当しない場合であっ

ても、同項５号に該当するものとして納税の猶予が認められる余地が残

されていることを考えれば、猶予取扱要領の上記の定めが通則法の規定

の趣旨に反するものということはできない。 

また、原告らは、通則法４６条２項４号にいう「損失」とは、損益計

算において損失が生じていることを前提とする概念ではなく、基準期間

と調査期間の「特前所得」の比較において、基準期間の「特前所得」か

ら調査期間の「特前所得」が減少していることと解すべきであると主張

する。しかしながら、「事業につき著しい損失を受けた」という同号の

文言からみて、同号にいう「損失」が前年と比較したときの利益の減少

を意味すると解するのは困難であり、原告らの主張は採用することがで

きない。なお、原告らは、同号の「損失」を損益計算において損失が生

じていることであると解するならば、所得税の納税にはおよそ同号が適

用されないこととなり不当であると主張するが、同項は国税一般につい

ての納税の猶予の要件等を定めたものであって、そのうち４号の規定が

所得税の納税について適用の余地がないからといって、そのことは何ら

不当なことではない。 
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イ 通則法４６条２項５号該当事実の判断について 

（ア）猶予取扱要領第２章第１節１（３）へは、通則法４６条２項５号該当

事実のうち、同項３号又は４号該当事実に類する事実、すなわち、「事

業の休廃止又は事業上の著しい損失に類する事実」とは、「おおむね次

に掲げる事実をいう」として、（イ）「納税者の経営する事業に労働争

議があり、事業を継続できなかったこと」、（ロ）「事業は継続してい

たが、交通、運輸若しくは通信機関の労働争議又は道路工事若しくは区

画整理等による通行路の変更等により、売上減少等の影響を受けたこと」、

（ハ）「下請企業である納税者が、親会社からの発注の減少等の影響を

受けたこと、その他納税者が市場の悪化等その責めに帰すことができな

いやむを得ない事由により、従前に比べ事業の操業度の低下又は売上の

減少等の影響を受けたこと」、（ニ）「納税者がやむを得ない理由によ

り著しい損失（事業に関するものを除く。）を受けたこと」の各事実を

掲げている。これらの事実は、いずれも同項３号又は４号該当事実に類

する事実と評価することができるものであり、猶予取扱要領の上記の定

めは、内容的に相当なものであって合理性を有するものである。 

（イ）猶予取扱要領第２章第１節１（３）へ（ロ）及び（ハ）には、上記の

とおり、納税者が売上げの減少の影響を受けたことが掲げられているが、

これらは、「事業の休廃止又は事業上の著しい損失に類する事実」とし

て掲げられたものなのであるから、そこでいう「売上げの減少」とは、

単に従前に比べて売上げが減少したというだけでは足りず、事業の休廃

止若しくは事業上の著しい損失があったのと同視できるか又はこれに準

ずるような重大な売上げの減少があったことをいうものと解するのが相

当である。 

また、このような売上げの減少があったか否かは、事柄の性質上、一

定の期間を設けて判断するのが相当であるところ、猶予取扱要領が「事
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業につき著しい損失を受けた」といえるかどうかを判断する際に用いて

いる調査期間（納税の猶予の始期の前日前１年間）及び基準期間（調査

期間の直前の１年間）という期間設定の方法は、上記のような売上げの

減少があったか否かを判断する上でも適切なものであり、基本的には、

これによって判断するのが相当である。 

以上の点に関し、原告らは、猶予取扱要領が、通則法４６条２項５号

該当事実について、同項４号該当事実のような数値的な基準を明示して

いないことなどから、売上げの減少の程度や判断の期間につきある程度

の幅をもって判断すべきである旨主張する。しかしながら、原告らの主

張が、売上げの減少の程度について、事業の休廃止若しくは事業上の著

しい損失があったのと同視できるか又はこれに準ずるような重大なもの

でなくとも、同項５号該当事実に当たるとする趣旨のものであるならば、

そのような主張は採用することができない。また、上記のような売上げ

の減少があったか否かを判断する期間は、前述のとおり、基本的には猶

予取扱要領が用いている調査期間及び基準期間によるのが相当であり、

これによらずに任意の期間設定を認めることは、納税者の恣意的な期間

設定を許す結果となり、納税者間の公平を害するものとして妥当でない

というべきである。 

２ 原告ら各自についての検討 

以上のことを前提に、原告ら各自について、納税の猶予の要件に該当する事

実が存するか否かなどを検討する。 

なお、本件で検討すべき調査期間は、原告Ｘ３及び原告Ｘ４については、納

税の猶予の申請書において、納税の猶予の始期を平成１８年４月１日としてい

るため（乙Ｃ３、乙Ｄ３）、平成１７年４月１日から平成１８年３月３１日ま

でである。また、原告Ｘ１については、納税の猶予の申請書において納税の猶

予の始期を記載しておらず（乙Ａ３）、原告Ｘ２については、納税の猶予の申
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請書において納税の猶予の始期を平成１８年５月３１日と記載しているが（乙

Ｂ３）、原告Ｘ１及び原告Ｘ２が納税の猶予を申請した平成１７年課税期間分

の消費税及び地方消費税の納期限が平成１８年３月３１日であることからすれ

ば、原告Ｘ１及び原告Ｘ２においても同年４月１日から納税の猶予を受けよう

としたものであると解される。そうすると、原告らの調査期間は、いずれも平

成１７年４月１日から平成１８年３月３１日までとなるから、原告らが主張す

る平成１７年の売上金額と、原告らが主張する事実関係を前提として計算した

場合の調査期間の売上金額との間に差異が生じ、原告らが主張する平成１７年

の「特前所得」は、原告らが主張する事実関係を前提として計算した場合の調

査期間の「特前所得」と一致しないことになるが、原告らは、調査期間の売上

金額及び「特前所得」を主張しないので、以下の検討においては、原告らの主

張する金額を前提としつつ、調査期間の売上金額についても検討することとす

る。 

（１）原告Ｘ１について 

ア 原告Ｘ１の主張によると、原告Ｘ１の平成１７年の「特前所得」は４６１

万６５６０円であるというのであるから、平成１７年において原告の事業に

つき損失は発生しておらず、原告Ｘ１の主張する事実関係を前提としても、

原告Ｘ１について、通則法４６条２項４号に該当する事実が存しないことは

明らかである。 

イ また、原告Ｘ１の主張によると、原告Ｘ１の平成１７年の売上金額は２０

７４万１５５０円であり、平成１６年の売上金額は２４５０万７３４０円で

あるから、平成１７年において売上金額は３７６万５７９０円減少している

ことになるが、これは、売上げが前年比約１５．４％減少したというにとど

まる。原告Ｘ１の売上票（甲Ａ１１の４、５）記載の平成１６年４月から平

成１７年１２月までの各月別の売上金額及び原告Ｘ１が処分行政庁に提出し

た書面（乙Ａ８）記載の平成１８年１月から同年３月までの各月別の売上金
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額に基づいて計算すると、原告Ｘ１の調査期間の売上金額は２１０２万９５

６０円であり、その前１年間（基準期間）の売上金額は２３５６万２２００

円であるから、調査期間における売上金額の減少は２５３万２６４０円、減

少率も約１０．７％にすぎない。 

そうすると、原告Ｘ１の主張する事実関係を前提としても、平成１７年及

び調査期間において、事業の休廃止若しくは事業上の著しい損失があったの

と同視できるか又はこれに準ずるような重大な売上げの減少があったという

ことはできず、原告Ｘ１が同年に初めて消費税の納税義務者になったことな

ど原告Ｘ１の主張するその余の事情を考慮しても、原告Ｘ１について、通則

法４６条２項５号（４号類似）に該当する事実が認められないとした処分行

政庁の判断は、猶予取扱要領の定めに照らし、相当なものということができ

る。 

（２）原告Ｘ２について 

ア 原告Ｘ２の主張によると、原告Ｘ２の平成１７年の売上金額は１０３６万

６６２９円であり、平成１６年の売上金額は８３１万１６１８円であるから、

平成１７年において売上げが増加していることは明らかである。原告Ｘ２の

売上金額入金一覧表（甲Ｂ７の４ないし６）記載の平成１６年４月から平成

１８年３月までの各月別の売上金額に基づいて計算すると、原告Ｘ２の調査

期間の売上金額は９５７万１４９３円であり、その前１年間の売上金額は８

１８万５１７０円であるから、調査期間において売上げは増加している。 

そうすると、原告Ｘ２の主張する事実関係を前提としても、平成１７年及

び調査期間において、事業の休廃止若しくは事業上の著しい損失があったの

と同視できるか又はこれに準ずるような重大な売上げの減少があったという

ことはできず、原告Ｘ２が平成１３年から平成１６年まで消費税の納税義務

者ではなかったことなど原告Ｘ２の主張するその余の事情を考慮しても、原

告Ｘ２について、通則法４６条２項５号（４号類似）に該当する事実が認め
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られないとした処分行政庁の判断は、猶予取扱要領の定めに照らし、相当な

ものということができる。 

イ 原告Ｘ２は、本件訴訟において、原告Ｘ２及び兄の病気を挙げて通則法４

６条２項２号に該当する事実があると主張する。 

しかしながら、原告Ｘ２に対する処分がされるまでに、原告Ｘ２から処分

行政庁に対し通則法４６条２項２号又は同号類似により同項５号に該当する

旨の主張がされた事実は認められない。同項の規定による納税の猶予を受け

ようとする者は、当該猶予を受けようとする理由等を記載した申請書を税務

署長等に提出しなければならず（国税通則法施行令１５条２項）、税務署長

等は、納税の猶予を受けようとする者が主張しなかった猶予該当事実を職権

で調査すべき義務を負うものではないから、原告Ｘ２の主張に係る事実の有

無は、原告Ｘ２に対する処分の違法事由となるものではない。原告Ｘ２の主

張は失当である。 

（３）原告Ｘ３について 

原告Ｘ３の主張によると、原告Ｘ３の平成１７年の売上金額は２１８０万

００２４円であり、平成１６年の売上金額は２００４万６０３８円であるか

ら、平成１７年において売上げが増加していることは明らかである。原告Ｘ

３が処分行政庁に対し提出した書面（乙Ｃ８）記載の平成１８年１月から同

年３月までの各月別の売上金額並びに原告Ｘ３の平成１６年分及び平成１７

年分の所得税青色申告決算書（乙Ｃ１３、１４）記載の平成１６年４月から

平成１７年１２月までの各月別の売上金額に基づいて計算すると、原告Ｘ３

の調査期間の売上金額は２１６０万９７５６円であり、その前１年間の売上

金額は２０９８万８７２５円であるから、調査期間において売上げは増加し

ている。 

そうすると、原告Ｘ３の主張する事実関係を前提としても、乎成１７年及

び調査期間において、事業の休廃止若しくは事業上の著しい損失があったの
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と同視できるか又はこれに準ずるような重大な売上げの減少があったという

ことはできず、原告Ｘ３が同年に初めて消費税の納税義務者となったことな

ど原告Ｘ３の主張するその余の事情を考慮しても、原告Ｘ３について、通則

法４６条２項５号（４号類似）に該当する事実が認められないとした処分行

政庁の判断は、猶予取扱要領の定めに照らし、相当なものということができ

る。 

（４）原告Ｘ４について 

原告Ｘ４の主張によると、原告Ｘ４の平成１７年の売上金額は２５４４万

６９６７円であり、平成１６年の売上金額は２５７１万６８１３円であるか

ら、平成１７年において売上金額は２６万９８４６円減少していることにな

るが、これは、売上げが前年比約１.０％減少したというにとどまる。原告Ｘ

４が処分行政庁に提出した書面（乙Ｄ８）記載の平成１８年１月から同年３

月までの各月別の売上金額並びに原告Ｘ４の平成１６年分及び平成１７年分

の所得税青色申告決算書（乙Ｄ１４、１５）記載の平成１６年４月から平成

１７年１２月までの各月別の売上金額に基づいて計算すると、原告Ｘ４の調

査期間の売上金額は２４２４万３３２０円であり、その前１年間の売上は２

４８２万７８１８円であるから、調査期間における売上げの減少は５８万４

４９８円、減少率も約２.４％にすぎない。 

そうすると、原告Ｘ４の主張する事実関係を前提としても、平成１７年及

び調査期間において、事業の休廃止若しくは事業上の著しい損失があったの

と同視できるか又はこれに準ずるような重大な売上げの減少があったという

ことはできず、原告Ｘ４が平成１６年には消費税の納税義務者でなかったが

平成１７年にはその納税義務者になったことなど原告Ｘ４の主張するその余

の事情を考慮しても、原告Ｘ４について、通則法４６条２項５号（４号類似）

に該当する事実が認められないとした処分行政庁の判断は、猶予取扱要領の

定めに照らし、相当なものということができる。 
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３ 結論 

以上によれば、原告らについて納税の猶予を許可しないとした処分行政庁の

判断に裁量権の範囲を逸脱し又はこれを濫用した違法があるということはでき

ないから、本件各処分は適法と認められる。 

よって、原告らの請求はいずれも理由がないから棄却することとし、主文の

とおり判決する。 
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